
 

 

 

 

2025 年 8月 29 日 

各 位 

株式会社北洋銀行 

 

株式会社クリーンアップ様と 

「ポジティブインパクトファイナンス」の契約を締結しました 

   

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）は、株式会社クリーンアップ様（代表取締役 山谷 義治様）と、 
「ポジティブインパクトファイナンス」（以下、本ファイナンス）の契約を締結しました。 
本ファイナンスは、企業活動が環境・社会・経済にもたらすインパクトを包括的に分析・評価し、ネガティ

ブインパクトの緩和とポジティブインパクトの拡大について目標を設定し、その実現に向けた継続的な対話
や支援を重視することで SDGs 達成に貢献していく金融手法です。当行は、国連環境計画金融イニシア 
チブが提唱するポジティブインパクト金融原則に基づき、「ポジティブインパクトファイナンス評価書」を発行
し、株式会社格付投資情報センター様から第三者評価として「セカンドオピニオン」を取得しています。 
本件では、コア・インパクトを「管きょ更生を通じた下水道システムの機能維持への貢献」と特定し、管きょ

更生を通じて、下水道システムがもたらす多面的な効果の維持に貢献していく点などを評価させていただ
いています。 
当行は、今後もほくようサステナブルファイナンス等を通じて環境・社会課題の解決を図るお客さまや  

プロジェクトを積極的に支援し、脱炭素社会の実現や SDGs の達成に貢献してまいります。 

※「ポジティブインパクトファイナンス評価書」および「セカンドオピニオン」は別紙をご参照ください。 
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北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、株式会社クリーンアップ（以下、「クリーンアップ」）に

対してポジティブインパクトファイナンス（以下、「PIF」）を実施するにあたって、同社の事業活動が環境・社会・経

済に及ぼすインパクト（ポジティブインパクト/ネガティブインパクト）を分析・評価した。 

 この分析・評価は、国連環境計画金融イニシアチブ（UNEP FI）が提唱した PIF 原則および PIF 実施ガイド（モデ

ル・フレームワーク）、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがま

とめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則ったうえで、北洋銀行が独自に開発した評価体系に基づい

ている。 
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1. 企業概要 
(1) 基本情報 

企業名 株式会社クリーンアップ 

代表者 代表取締役  山谷 義治 

本社所在地 北海道札幌市中央区南 3条西 13 丁目 320 番地 草別ビル 4F 

事業拠点 
新琴似事業所：北海道札幌市北区新琴似町 998-21 

石狩支店： 北海道石狩市新港中央 2丁目 755 番 2 

設立 1975 年 2 月 

社員数 42 名（2025 年 4 月時点） 

売上高 6 億 3,982 万円（2025 年 3 月期） 

資本金 2,600 万円 

事業内容 

• 管きょ清掃、調査、補修・改築（更生工事） 

• 浚渫工事 

• 除排雪業務 

沿革 

1975 年 

 

1976 年 

 

1977 年 

 

1978 年 

1979 年 

1982 年 

1988 年 

1992 年 

1996 年 

1999 年 

2001 年 

2010 年 

2017 年 

 

2019 年 

 

 

2020 年 

2021 年 

2025 年 

北海道苫小牧市にて草別義幸氏が資本金350万円で当社を設立し、道路・

側溝等の清掃事業を開始。 

北海道札幌市中央区（現住所）に本社移転。公共下水道等清掃事業を開

始。 

札幌市北区新琴似町に車輛オペレーションセンター（現在の新琴似事業

所）を開所。資本金 1,000 万円に増資。 

資本金を 1,600 万円に増資。 

北海道石狩市花川に支店を設立。 

山谷勝義氏が二代目代表取締役に就任 

水中排砂ロボットを導入し浚渫（しゅんせつ）工事を開始。 

取付管更生工事を開始。 

下水道本管更生工事を開始。 

小型浚渫船を導入。 

資本金を 2,600 万円に増資。 

山谷義治氏が三代目代表取締役に就任。 

札幌市ワーク・ライフ・バランス取組企業ステップ３先進取組企業として認証

される。 

石狩支店を石狩市新港中央 2丁目へ移転。 

札幌市ワークライフバランス・プラス取組企業ステップ３先進取組企業認証

取得。 

「株式会社クリーンアップ中期経営計画 2030」を発表。 

健康経営優良法人認定を初取得。 

健康経営優良法人ブライト 500 認定を初取得。 
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(2) 長期ビジョン・企業理念・企業心得  

  クリーンアップは、公共道路の路面清掃や側溝清掃などの維持管理を営む会社として事業の歩みを始

め、現在は、管きょ整備等を主な事業としている。創業から約 50 年、長らく清掃という人々の生活環境を守

る事業を営んできた当社は、自社の社名を自称する際、「クリーン☆アップ」としている。この☆の記号は、

将来宇宙の清掃を実現する会社となる夢と希望を命名者が名に乗せ当社の後世に託したものであったが、

地球の周りに多数の不要物が周回し、将来において人工衛星や宇宙空間における人の活動の妨げとなる

可能性から、清掃に携わる会社として「宇宙の清掃をする会社になる。」という当社の長期ビジョンとして現

在改めて見据えられている。このビジョンには、生活環境の維持・向上に携わる企業として、その時代に必

要とされる事業活動を通じ、社会に貢献していくという想いが込められている。 

 

 

 

 

 

 

 当社では、自分たちが描く長期ビジョンの達成には企業としての成長が前提となり、企業としての成長に

は社員とその家族の生活を維持し、同様に地域社会にも貢献を続けていく必要があると考えている。下記

の企業理念には、企業として持続的に成長しながら、先人たちが残したインフラという共通の財産を次世代

へできるだけ良い状態を保ちながら手渡していくという想いが込められている。 

 

生活環境の維持向上に努め、未来の地球環境を考え行動する企業であり続ける。 

 

 

 当社では企業理念を実現していくために、下記の企業心得を定めている。企業心得の 1 および 2 には、

社会生活の中で密接に関わる大切な存在である「人」「自然」「物」に対し、真面目に、思いやりを持って常

に接していかなければならないという考え、企業心得の 3 には、社会・自然環境の荒波の中で当社が存続

し続けるために、物事の道理を理解し、努力を惜しまずバランス感覚を養い、自ら考えて選択していく人で

あるという考えが込められている。 

 

その 1.人に対し、自然に対し、物に対し、紳士・淑女である事 

その 2.人に対し、自然に対し、物に対し、思いやりを持てる人である事 

その 3.常に表裏・物事の理解に努め、バランス感覚を養い、自ら考え行動する人である事 

 

▲ 当社のコーポレートロゴ 

☆のマークには、宇宙清掃を行うという当社のビジョンが込められている。 

出所：クリーンアップ提供資料 
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(3) 事業内容 

① 管きょ整備 

 クリーンアップは、管きょ整備を主要な事業としている。管きょとは、地中に埋設された円筒形の管を言

い、主要な管きょとして水道管や下水道管などが存在する。普段の生活の中で地中の水道管・下水道管

を見る機会は少ないが、水道管は生活用水として安全・清潔な水を供給する役割を担い、下水道管は

生活排水や雨水を運び公衆衛生に貢献することから、いずれも社会生活の根底を支える重要なインフラ

である。そして社会生活を支える管きょの破損は、断水や水質の悪化、道路陥没など様々な被害をもた

らす可能性があり、当社は管きょ整備を通じて地域のインフラを守っている。 

 当社の管きょ整備事業は大きく三つに分かれる。一つ目は「調査」で、管きょ内面の異常や劣化、老朽

化などの調査を行っている。管きょの中でも特に下水道管は、加重や地盤変化、振動、地震等の災害、

硫化水素発生による劣化など様々な要因で破損する可能性がある。破損を放置しておくと道路の陥没

や地中の汚染に繋がる可能性があるほか、下水道が本来の排水機能を果たさなくなることもあるため、

適切な調査により管きょの破損を未然に防止する必要がある。管きょの調査は、堆積している砂等の量

やマンホールの状態を目視で確認する人孔調査や、大型管きょへ作業員が入り直接目視で状態を確認

する潜行目視調査などのほか、近年は調査精度の向上や安全を確保する観点から、カメラやセンサー

による調査も実施している。 

 

 「管内検査ロボット」による管きょ調査 

 

 

▲ 管きょの調査では、「管内検査ロボット」が使われることも多い。管内検査ロボットは、地上からコントローラー

で遠隔操作ができる自走式ロボットで、カメラで前方や側面を投影することが可能である。 

▲ TVカメラに装着したレーザー照射デバイスで、下水道管内形状を精密に計測し、管内の凹凸や変形を描き出すレー

ザーリングを生成。管内径を 0.1㎜単位の精度で解析でき、管の変形、腐食、破損の解析が可能。 

管きょ更生工事（後述）の前工程などで、レーザーによる計測を実施することもある。 

出所：クリーンアップ提供資料 
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 管きょ整備事業の二つ目は、「補修・更生」である。およそ 50 年の寿命とされる下水道管だが、その破

損は地域に甚大な被害をもたらす可能性がある。2025 年 1 月に埼玉県八潮市の道路が突如陥没し、

走行中のトラックドライバー1 名が落下、命を落とした事故は記憶に新しいが、この事件は地中の下水道

管の破損が主な原因とされている。こういった凄惨な事件を未然に防止するためにも、下水道管の破損

が起こる前の適切な補修（一部修繕）・更生（全面改良）が極めて重要となる。一方、地下には電線・水

道管・ガス管・通信線など様々な管・配線が張り巡らされているほか、歩行者や車の安全を考えると大々

的な開削による管きょの入れ替え工事は難しいのが実態だ。そのため当社では、1992 年から非開削に

よる管きょの更生工事を開始し、地域社会への影響を最低限に抑えながら、補修・更生を行っている。 

 

 主な補修・更生の工法と、当社の管きょ更生実績 

 

 

 光硬化工法による管きょ更生の様子。 

光硬化工法は、既設管内にアルファー（H）ライナ

ーを引き込み、空気圧によって拡径して既設管内

面に密着させた状態にしたうえで、特定の波長の

光を管内から直に照射して樹脂を硬化させ既設管

と一体化させ更生を行う。 

オメガライナー工法 

塩ビ管内に蒸気を送り、加熱することにより円形に復元。圧縮空気により

既設管に密着させ非開削でスピーディーに塩ビ自立管として更生する工

法。 

INS-LC工法 

ASS-L・H工法 

光硬化樹脂を含浸した補修シートを可視光線スリーブに巻きつけ、管きょ

洗浄後カメラで位置を確認し破損部分との位置を合わせる。圧着後、可視

光線を照射し硬化させ補修する工法。 

バッカー止水工法 

止水剤と専用止水剤注入栓（パッカー）を用い、破損部分を修繕すること

で、破損部等から管きょ内部に浸入する地下水を止める工法。破損程度が

小さく浸入水が多い場合や、部分内面修繕または全面補修（更生・改築）

の前処理として多く用いられる。 

出所：クリーンアップ提供資料を基に北洋銀行作成 
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 管きょ整備事業の三つ目は、「清掃」である。下水道管は、自然の勾配を利用して流れるように設計

されているが、砂や泥、木など様々な汚れ・異物によって流れなくなると詰まりや破損の原因となる。清

掃業務は下水道管の破損を未然に防ぐほか、本来の排水機能を維持し災害防止にも貢献するなど、

生活環境を守るために無くてはならない業務である。清掃業務には、汚れや異物を取り除く高圧洗浄

車と、汚泥等を回収する汚泥吸引車が使用され、管きょ内の清掃と汚れ等の回収が同時に行われる。

また、管きょ内の清掃で使用する高圧水洗浄では取り除くことが難しい木根やラード、モルタル、突出

管（下水道管内に突出した取付管や排水管）に対応できるよう、様々な器具が使用されている。 

 

 清掃業務イメージ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 洗浄に使用されるチェーンノズル。洗浄圧力を利

用し、チェーンを回転させることにより木根やラ

ード、簡単なモルタル等の除去が可能となる。 

洗浄業務ではチェーンノズルのほか、突出管やモ

ルタルの除去に異物除去を行う穿孔機や、通常の

洗浄より高い洗浄性能を有す回転ノズルなどがあ

り、管きょ内の汚れ具合や、異物の状況に応じ

て、最適な方法が選択されている。 

▲ 清掃は、まず人孔内で目視調査を行って汚れ具合や異物を確認して洗浄方法が決定される。管きょの洗浄は

管きょ本来の排水機能を維持する効果に加え、カメラによる調査業務や更生・修繕などの作業を円滑に行う

ことにも繋がる管きょ維持に必要不可欠な業務である。 

出所：クリーンアップ提供資料 
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② 浚渫工事 

 クリーンアップでは、浚渫工事を行っている。浚渫工事とは、河川や港湾などの水底を掘り下げ、土砂

などの堆積物を取り除く工事を言う。水底に堆積物がたまると、水の流れが妨げられ水位が上昇するこ

とで洪水の可能性が上昇したり、船舶の航路が確保できなくなる可能性があるほか、汚泥等の堆積によ

り水質の悪化をもたらすこともある。そのため、災害防止や水質改善の観点で、適切な浚渫工事が必要

となる。当社が展開する浚渫工事は、コンパクトな機械を使用することで、都市型河川や工場等の水路

などの施工に適しているのが特徴である。また、後処理装置との組み合わせにより、回収土を強制的に

脱水することで、通常のダンプトラックにて回収した土を排出することが可能となっている。さらに、水中

排砂ロボットの使用により、工場などの取水・排水を止めることなく作業することが可能となっているほ

か、大量の水とともに汚泥を吸い上げることで、汚濁や施工中の臭いを軽減することが可能となってい

る。 

 

 浚渫工事の流れと、浚渫工時の様子 

 

 

③ 除排雪業務 

 クリーンアップは冬季の除排雪業務を担っている。全域で冬季の積雪を伴う北海道の中でも多雪地域

とされる札幌市において、冬の除排雪業務は社会経済活動を維持するうえで極めて重要なライフライン

の一つといえる。クリーンアップは上述した管きょ整備や浚渫工事に加え、除排雪を通じて地域社会のイ

ンフラ維持の一翼を担っている。 

  

▲ 電力会社の取水路での浚渫工事の様子。 

水中排砂ロボットを用いた浚渫工事は、遠隔操作により行われる。 

出所：クリーンアップ提供資料 
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(4) サステナビリティ方針と活動 

① サステナビリティ方針 

 クリーンアップは、「持続可能な開発目標（SDGｓ）」に賛同するとともに、事業活動を通じて SDGs の達

成に貢献するため、「SDGs 宣言」を策定している。この宣言では、「働き易い職場環境」「生活環境の維

持向上」「環境保全と地域振興」の 3 つのテーマを掲げ、 環境・社会と調和した事業活動を行っている。 

 

 クリーンアップ SDGs 宣言書 

 
出所：クリーンアップ提供資料 
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② サステナビリティ活動＿社会面の取り組み 

 クリーンアップは、企業理念・企業心得に沿いながら描く将来像（長期ビジョン）を実現するため、2021

年から 2030 年までの計画をまとめた「クリーンアップ中期経営計画 2030」を定めている。この中期経営

計画では、計画達成の基本要素（戦略）として「健康第一」を掲げ、安全第一とともに社員の心身の健康

に努力を惜しまないことを宣言している。また、健康第一に続く、強化項目として「組織経営強化」「環境

適応強化」「教育強化」の 3 点を掲げ、当社で従事する社員に配慮した経営を実践している。以下、当

社の労働環境を中心としたソーシャル面のサステナビリティ活動について記載する。 

 
 健康経営 

 クリーンアップは、健康経営を極めて高いレベルで実践している。当社では上述した通り、「クリー

ンアップ中期経営計画 2030」において「健康第一」を計画遂行の最も重要な基本要素（戦略）として

認識し、健康経営の推進を行っている。まず、健康経営を推進する組織体制として「健康経営会

議」を設置。健康経営会議は、代表取締役を始めとする経営層も主体的に関与するとともに、労働

安全の推進を目指す「安全衛生委員会」や、産業医、社内に設置した保健師などと連携しながら、

健康経営推進の中核を担っている。 

 

• 健康経営推進の組織体制 

 

 

 そして、健康経営の推進により、社員一人ひとりが、高い健康意識を持ち、心身ともに健康で安

全に働き続けられる会社を実現するため「健康経営戦略マップ」を策定。この戦略マップでは、健

康投資（施策）として、「ワークライフバランスの推進」「生活習慣の改善」「メンタルヘルスケアの充

実」「疾病の早期発見・早期治療」「コミュニケーションの活性化」の 5 つのテーマを設けるとともに、

具体的施策の検討と、取り組み状況のモニタリングを行うためのＫＰＩ・ＫＧＩの設定、そして年度ごと

に取り組みの効果検証と次の打ち手の検討を行っている。更にこれらのＰＤＣＡサイクルはすべて

当社ホームページ上にて情報開示を行い、透明性の確保も行っている。このような充実した健康

経営の取り組みを行うクリーンアップでは、2021 年に厚生労働省による「健康経営優良法人」の認

定を取得し、毎年認定の更新を重ねてきた。そして、2025 年には中小規模法人での全国トップ 500

社のみが認定される「ブライト 500」の認定を受けており、同規模法人における模範的な健康経営

を実践しているといえる。 

出所：クリーンアップ提供資料 
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• 健康経営戦略マップと、健康投資テーマごとの取り組み・KPI 

 

  

出所：クリーンアップ提供資料 
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 安全確保の取り組み 

 クリーンアップは、管きょ調査時の安全確保の取り組みを徹底している。具体的な取り組みとして

調査前に管きょ内のガス測定を実施している。管きょ内の閉鎖空間では、酸素濃度が薄く酸欠に

陥る恐れもあるほか、硫化水度や可燃性ガスが発生している可能性もある。当社では、管きょに入

る前に大気質を測定し、酸素濃度、硫化水素濃度、可燃性ガスの有無などを確認。これらの項目

すべてが安全基準値内でなければ、人はその空間に入らず、異常値がある場合は、洗浄や強制

換気等を行い、作業環境を整えてから再度安全を確認し、各作業に入ることを徹底している。ま

た、安全な業務運営に必要な意識を醸成するため、入社教育や講習免許など従事するに必要な

免許等を就業時間内に会社負担で取得させ、専門知識の向上や危険行為の把握ならびに法令順

守に努め、重大事故発生を抑制している。 

 報酬・福利厚生 

 クリーンアップは、報酬・福利厚生の充実を通じて、社員の生活を支えている。労働者の職場選

びの価値観が多様化している中でも、賃金は依然として重要な要素であり、特に近年のインフレ進

行により、賃金の重要性は増している。クリーンアップでは、物価上昇に対応するため、国内の消

費者物価などを参考としながら、社員の賃金を増加させてきた。2023 年度は 8.5％、2024 年度は

5.3％と高い水準での賃上げを実施。進行期の 2025 年度でも 3％の賃金上げを行っている。 

 また、次世代の担い手を育成していく観点で若手社員の採用に注力している。具体的な取り組み

として、「さっぽろ圏奨学金返還支援事業」に認定企業として参加。この制度は、在学中に借入した

奨学金を、札幌市の積立金と認定企業が 1/2 ずつ拠出し、奨学金返済を支援する取り組みであ

る。当社では 2022 年からこの取り組みに賛同・協力し、奨学金返済資金の一部を支援しながら優

秀な人材の確保・定着を図っている。更に、社員の子育てを支援していく考えから、子育て支援手

当を実施。18 歳未満の子供がいる社員には子供一人につき毎月 25,000 円の手当を支援すること

で、収入面から子育てをサポートしている。加えて、社員の将来の資産形成を後押ししていく考え

から、「さぽーとさっぽろ」の退職金共済制度に月 20,000 円の掛金で加入。制度への加入により、

社員は将来の退職金の受領のほか、在籍中には国内外のレジャー施設等での優遇や、慶弔見舞

金の受領など様々な福利厚生を享受できる体制となっている。更に給与や退職金、就業規則など

の各種社内規定は当社ホームページ上に公開。透明性の高い運用を行っている。 

 社員のスキルアップ 

 クリーンアップは社員のスキルアップを支援している。上述した酸欠や硫化水素の危険がある可

能性がある管きょ内での作業において、作業方法の決定や大気質の測定、換気装置の点検など

を行うための酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技術講習をはじめ、業務で必要となる講習やラ

イセンス保有が有利になる資格を積極的に支援している。資格・講習にかかる費用は全て会社が

負担し、資格の難易度に応じて給与のほかに手当を支給することで、社員にスキルアップのインセ

ンティブを設けている。  

 また、資格以外でもスキルアップを支援している。クリーンアップでは定期的に社内研修を実施し

ており、内容は安全に関するものや管きょ整備に関する技術的な講習、健康経営やハラスメント防

止についての研修など多岐にわたる。さらに中堅社員向けには「幹部候補生スクール」や階層別

教育をコンサルティング会社に委託し実施。これらの研修では半年間、月 1～2 回のペースで研修

を行い、マネジメント論や管理会計など、管理職や経営人材としての素養を身につけている。 

 地域社会との共生 

 クリーンアップは様々な地域社会への貢献を通じて、地域社会と良好な関係性を築いている。具

体的な地域振興の活動として、商工会や自治体が主催するクリーン作戦などの清掃活動に積極

的に参加しているほか、地域の祭りなどへの協賛を行っている。他にも、当社の社員や周辺住民
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の急病に備えるため AED（自動体外式除細動器）を導入している。AED は会社に据え置くだけで

なく、作業現場にも携行することで、現場周辺でも同様に活用できる体制をとっている。更に、事業

の強みを活かした取り組みとして、地域の小学校にてキャリア教育講師活動を行っている。この活

動の中では下水道管の仕組みや生活環境・公衆衛生の維持・向上への貢献、仕事への向き合い

方などの講義を行っている。 

 

• 地域の清掃と、小学校でのキャリア教育活動 

  

③ サステナビリティ活動＿環境面の取り組み 

 気候変動対策の取り組み 

 クリーンアップは、事業プロセスにおける消費エネルギーの低減を通じて、気候変動の抑制に貢

献している。具体的な取り組みとして、車両をＥＶ・ＨＥＶなどの次世代車両に順次切り替えている。

2023 年時点のＥＶ・ＨＥＶは、13.8％となっているが、クリーンディーゼル車を含む次世代自動車の

割合は 79.3％となっている。今後も投資効果を見極めながら、順次次世代車両への切り替えを行

っていく予定にある。その他、社屋内の照明はすべてＬＥＤ化するなど基本的な取り組みをしっかり

と行っている。更に、足元ではＧＨＧ排出量の可視化を開始予定。会社全体のＧＨＧ排出量を把握

したうえで、具体的な削減施策の検討を行う予定にある。 

 廃棄物と資源利用の抑制 

 クリーンアップは、事業活動を通じて廃棄物や資源利用の抑制に貢献している。当社では、大規

模な開削を行わず、光や蒸気を使って管きょ内部の補修・更生を行う工法を推進している。これら

の工法は、歩行者や車の安全確保や、地域で社会生活を営みながら大規模な開削が難しいとい

った社会的な要因も背景にあるが、古い管きょの撤去と新たな管きょの設置には大きな環境負荷

が伴うため、廃棄物・資源利用の抑制に貢献していくという想いも推進理由の一つである。当社で

は今後も非開削の管きょ補修・更生を通じて、廃棄物の発生と資源利用の抑制に貢献していく。 

 また、ペーパーレスの取り組みも推進している。これまで管きょ整備事業では、現場の記録や計

測内容を「野帳」というノートに記入してきたが、野帳のデジタル化を実施。現在はタブレット端末を

社員に配布し、専用のアプリケーションで記録したうえで情報のやりとりを行うことで、業務効率化

と廃棄物抑制に貢献している。 

 水質保全への貢献 

 クリーンアップは、水質保全に貢献している。当社の主業である下水道管の「調査」「補修・更生」

「清掃」などの公共下水道管きょの維持管理は自治体より業務を受託し履行しているが、これらは

下水道管きょが持つ本来の排水機能を維持し下水処理工程に繋げていくことで生活環境と川や海

などの水質保全を維持する役割として自治体に代わり実動を担っている。 

 また、浚渫工事では、ごみや砂、ヘドロなどが混ざった水が大量に生じることとなるが、当社では

それらの異物が混ざった水を一次分離工程・二次分離工程により分離を実施。特に二次分離工程

出所：クリーンアップ提供資料 
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では上水の処理と同様に、薬品を添加することで水と泥質を適切に分離し、現況の基準に合わせ

た放流を徹底することで、事業プロセスによる水質悪化を防止している。 

 

④ サステナビリティ活動＿経済・ガバナンス 

 事業継続計画（ＢＣＰ）の実践 

 クリーンアップは、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し地域のインフラを守る企業としての信頼性を高

めている。近年の豪雨などの自然災害の激甚化や、大規模な震災などの有事から大切な従業員

や会社を守り、いち早く復旧するためにＢＣＰの策定は国を挙げて推進されている。特に当社のよ

うにインフラに近い事業を行う企業のいち早い復旧は、地域の復旧・復興を支える観点でも重要と

いえる。当社では地域のインフラに根差す会社として令和 5年にＢＣＰを策定したうえで、経済産業

省による認定を取得。具体的な取り組みとして、災害時に備えた保存食の備蓄や、電源消失に備

えた発電機などの準備、業務上の情報を守るためのクラウド化、自動バックアップなどの情報シス

テムの構築、計画を風化させないための定期的な安否確認訓練や AED の使用訓練など、様々な

取り組みを実施している。 

 

 

 インフラへの貢献 

 上述してきた通り、クリーンアップの事業と、事業プロセスが環境・社会・経済にもたらす正・負の

影響をできる限り客観的に述べてきた。当社の事業は記述してきた通り、事業活動による負の影

響を適切に抑制しながら、管きょの整備を始めとした事業活動を通じて、地域のインフラと生活環

境の維持に貢献するものと評価している。また、当社は札幌市や石狩市などの下水道維持管理を

受託し、下水道に関わる緊急体制を 24 時間 365 日体制で見守り、日本各地での大規模災害発生

時では災害地公共下水道の二次調査や復旧活動に幾度となく出向き活躍している。当社は今後

も、地域インフラという足元の安心安全に邁進しつつ、「宇宙清掃」という長期ビジョンの実現に向

け、企業理念・企業心得に沿いながら、地域のインフラ・生活環境に貢献していくとしている。 
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2. インパクトの特定 
(1) バリューチェーン分析 

 インパクトの特定のためバリューチェーン分析を行った。具体的な手法として、バリューチェーン(主活動・支

援活動)における環境、社会、経済の側面から与える影響について、当社のサステナビリティ活動から分析を

行った。 

 
 バリューチェーンと ESG 要素 

分類 環境、社会、経済に影響を与える活動 

主

活

動 

仕入 - 

管きょ整備事業 

（調査・補修・更生・清掃） 

【環境・社会・経済】 

• 管きょ整備による水循環や水質、インフラ維持への貢献 

【経済】 

• BCP 策定と定期的な訓練の実施 

【社会】 

• 下水道の排水機能発揮への寄与による洪水防止への貢献 

• 管きょ内での安全確保の取り組み 

【環境】 

• 非開削による管きょ更生による省資源化と廃棄物抑制 

• 管きょ洗浄工程で生じた汚泥などの適切処理 

浚渫工事 

【環境・経済】 

• 浚渫工事による水質やインフラ維持への貢献 

【経済】 

• BCP 策定と定期的な訓練の実施 

【社会】 

• 浚渫工事による洪水防止への貢献 

【環境】 

• 浚渫工事で生じた汚泥などの適切処理 

除排雪業務 

【経済】 

• 除排雪によるインフラ維持への貢献 

• BCP 策定と定期的な訓練の実施 

支

援

活

動 

 

法務 

財務 

税務 

人事 

IT 

その他管理全般 

 

【社会】 

• 健康経営の推進 

• 約 40 名の雇用創出 

• 物価上昇を上回る継続的な賃上げと資産形成支援 

• 子どもの養育支援をはじめとした充実した福利厚生 

【環境】 

• ペーパーレスの推進 

• 次世代車両への切り替え 

• 社内照明のＬＥＤ化 
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(2) インパクトレーダーによるマッピング 
 バリューチェーン分析に基づき特定したインパクトを整理することに加え、UNEP FI が提供するインパクトレ

ーダーによるマッピングを行う。 

 国際標準産業分類にて、クリーンアップの事業を以下の通り特定した。なお、除排雪業務は売上構成比が

大きくないため、インパクトマッピングでは割愛する。 

• 下水処理（業種コード：3700）  

• その他の土木工事業（業種コード：4290） 

 川上の事業を以下の通り特定した。 

• 鉱業、採石業及び建設業用機械製造業（業種コード：2824) ⇒ 管きょ整備や各種工事を担う機械類の供給元として 

川下の事業は、管きょ整備事業の川下の事業が国際標準産業分類上、当社の事業と同じ「下水処理」に

当たることから、特定していない。 

 

マッピング手法は、UNEP FI のインパクトレーダーによるポジティブインパクト（PI）及びネガティブインパクト

（NI）とバリューチェーン分析の結果により整理していく。 

 

① クリーンアップの事業 

 管きょ整備による水循環や水質、インフラ維持への貢献による「水」「インフラ」「水域」への PI 増大と

「大気」「土壌」への NI 低減、BCP 策定と定期的な訓練の実施による「インフラ」への PI 増大、下水道の

排水機能発揮への寄与による洪水防止への貢献、浚渫工事による洪水防止への貢献による「自然災害」

への NI 低減、管きょ内での安全確保の取り組み、健康経営の推進による「健康および安全性」への NI

低減、非開削による管きょ更生による省資源化と廃棄物抑制、ペーパーレスの推進による「資源強度」

「廃棄物」への NI 低減、管きょ洗浄工程で生じた汚泥などの適切処理、浚渫工事で生じた汚泥などの適

切処理による「水域」への NI 低減、浚渫工事による水質やインフラ維持への貢献による「インフラ」「水域」

への PI 増大、約 40 名の雇用創出、物価上昇を上回る継続的な賃上げと資産形成支援、子どもの養育

支援をはじめとした充実した福利厚生による「雇用」「賃金」への PI 増大ならびに「賃金」「社会的保護」

への NI 低減、次世代車両への切り替え、社内照明のＬＥＤ化による「気候の安定性」へのＮＩ低減が期待

される。なお、インパクトレーダーでは、「現代奴隷」「文化と伝統」「民族・人種平等」「その他の社会的弱

者」「生物種」「生息地」へのＮＩがマッピングされているが、クリーンアップとの関連は薄く、インパクトとし

て特定していない。 

 

② 川上の事業 

 クリーンアップの事業が与える影響は小さいため、インパクトとして特定していない。 
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 クリーンアップの事業が与えるインパクトのマッピング（UNEP FI インパクトレーダー） 
 下図によりマッピング内容を可視化した。インパクトエリア/トピックのうち、黄色塗りされた箇所はバリュ

ーチェーン分析により特定されたインパクトエリア/トピックである。また、各事業において想定される PI 及

び NI をインパクトレーダーから抽出している。 

  

川上の事業 当社の事業 当社の事業
鉱業、採石業及び建設業用

機械製造業
下水処理 その他の土木工事業

2824 3700 4290

三側面 インパクトエリア インパクトトピック PI NI PI NI PI NI

紛争

現代奴隷 ●●

児童労働

データプライバシー

自然災害 ●●

健康および安全性 - ● ● ●●

水 ●

食糧

エネルギー

住居 ●

健康と衛生 ●●

教育

移動手段

情報

コネクティビティ

文化と伝統 ●

ファイナンス

雇用 ● ● ●

賃金 ● ●● ● ● ● ●●

社会的保護 ● ● ●

ジェンダー平等

民族・人種平等 ●●

年齢差別

その他の社会的弱者 ●●

法の支配

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ● ●

インフラ ●● ●●

経済収束

気候の安定性 ● ● ●●

水域 ● ● ●● ●

大気 ● ●● ●

土壌 ●● ●●

生物種 ●●

生息地 ●●

資源強度 ●● ● ●●

廃棄物 ● ● ●●

バリューチェーン

業種

（国際標準産業分類）

【コード】

生物多様性と

生態系

サーキュラリティ

社会

社会経済

自然環境

人格と人の

安全保障

資源とサービスの

入手可能性、

アクセス可能性、

手頃さ、品質

生計

平等と正義

強固な制度、

平和、安定

健全な経済

●●：主要なカテゴリ、●：関連のあるカテゴリ

：PIの増大またはNIの低減に係る箇所
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(3) インパクトニーズの確認 
① インパクトエリア/インパクトトピックと SDGs の関連性 

 下図によりインパクトエリア/トピックと SDGs の関連性を以下の通り可視化した。バリューチェーン分

析（主活動及び支援活動）とインパクトレーダーによるマッピングを通じ、取組内容を網羅的に整理して

いる。 

 

 バリューチェーンでのマッピング：主活動 

 

 バリューチェーンでのマッピング：支援活動 
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② クリーンアップのインパクト 
 以下ロジックモデルを基に、クリーンアップのインパクトを整理する。六つの資本（①知的資本②人的
資本③社会関係資本④財務資本⑤製造資本⑥自然資本）の投下により事業を行い、アウトプットとし

て、管きょが本来もつ機能の維持、水路等に沈殿した堆積物、汚泥等の除去、除排雪による道路交通

の維持と安全確保、を提供し、インパクトとして①管きょ更生を通じた下水道システムの機能維持への

貢献 ②脱炭素社会実現への貢献 ③健康第一の実現、がもたらされる。ここで言及するインパクトと

は、環境/社会/経済に与える変化もしくはアウトカムそのものと定義する。また、インパクトのうち事業

別の売上構成、ビジネスモデル及びインパクトレーダーによるマッピング結果から、より重要なものとし

てコア・インパクトを特定する。 

 

 ロジックモデルによる整理 

〈インプットの内容〉（六つの資本）の概要 
① 知的資本：管きょ整備をはじめとした事業のノウハウ 

② 人的資本：管きょ整備をはじめとした事業を支える優秀な人材 

③ 社会関係資本：ステークホルダーからの信頼  

④ 財務資本：安定したキャッシュフロー創出と財務基盤による経営資源への分配  
⑤ 製造資本：管きょ整備をはじめとした事業を行う各種機器や車両  

⑥ 自然資本：管きょ整備をはじめとした事業を行う各種機器等の川上における天然資源 

 

 管きょ更生を通じた下水道システムの機能維持への貢献： コア・インパクト 
 クリーンアップは、管きょの整備をコア事業として、地域のインフラや生活環境の維持に貢献してい

る。「札幌市下水道改築基本方針」によると、2022 年度末時点で札幌市の下水道本管の総延長は

8,316km あり、そのうち 17％にあたる 1,411km が標準的な耐用年数である 50 年を超えている。さら

に、今後 10 年以内には 60％にあたる 4,983km が耐用年数を超過する見込みだ。札幌市は、インフ

ラ更新の時期が本格的に到来することを踏まえ、計画的な調査と改築が必要だとしている。管きょの

機能不全は、道路の陥没や汚染の発生など、さまざまな悪影響をもたらす可能性がある。クリーンア

ップのコアビジネスである管きょ整備を通じて、下水道システムがもたらす多面的な効果の維持に一

層貢献していくため、本ファイナンスに際し今後さらに必要性が増すと想定される管きょ更生の領域

について具体的な目標を定めることにした。以上から、「管きょ更生を通じた下水道システムの機能

維持への貢献」をコア・インパクトとして特定する。 

  

 脱炭素社会実現への貢献： インパクト 
 クリーンアップは、事業プロセスで生じる GHG排出量を抑制するため、LED 化や営業車両に次世

代車両を積極的に導入してきた。今後は、GHG 排出量のさらなる抑制を目指し、まず排出量の可視

化に取り組み、その後削減計画を策定し、計画に沿った削減を進める予定だ。さらに具体的な削減
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の取り組み目標として、次世代車両のさらなる導入推進や再生可能エネルギーの導入を検討してい

る。以上から、「脱炭素社会実現への貢献」をインパクトとして特定する。 
 

 健康第一の実現： インパクト 
 クリーンアップは、上述してきた通り他企業の模範となる健康経営を実践している。当社では、「健

康であることが安全をつくる」という考えのもと、工事や清掃などの現場で最優先される「安全第一」

の実現には、心身の健康が基盤になると認識している。そして、健康経営推進のため、健康経営戦

略マップを策定し、その効果を検証するために 20 以上の目標・KPI を設定・開示している。最近の取

り組みを振り返ると、ワークライフバランス推進などの領域では一定の効果が見えているが、心身の

健康づくりに役立つ運動習慣の推進について、取り組みの強化が必要と考えている。今後は、社内

での運動セミナーの開催等を通じて健康づくりの意識醸成を図り、更なる健康経営の推進を図る考え

であり、「健康第一の実現」をインパクトとして特定する。 
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③ 日本におけるインパクトニーズ 

 下図は、「SDGs インデックス＆ダッシュボード 2025」を参照したものであり、SDGs の 17 の目標別に

日本の達成度を表している。「緑は目標達成」、「黄は課題が残っている」、「橙は重要な課題が残ってい

る」、「赤は主要な課題が残っている」としている。 

 クリーンアップのインパクトに対する SDGs のゴールは「6,7,8,9,13」であり、日本のインパクトニーズに

概ね整合していると判断できる。とりわけ「13」は主要な課題が残っているもの、「7,9」は重要な課題が

残っているもの、「6,8」は課題が残っているものであり、特定されたインパクトは有意義であると判断でき

る。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：クリーンアップのインパクトに関連するゴール ：クリーンアップのインパクトに関連するゴール 

出所：SDSN 
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④ 北海道におけるインパクトニーズ 

クリーンアップの主要な事業エリアの一つである北海道は、「北海道 SDGs 未来都市計画」を策定しており、

SDGs のゴールとそれに紐づく KPI を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2025～2027)」 
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北海道 SDGs 未来都市計画において、「2030 年のあるべき姿」の実現に向けた、特に優先的に取り組むべき課

題が共有されている。加えて北海道総合政策部計画局推進課による「北海道SDGs推進ビジョン」においても北海

道の課題が整理されている。今回特定したインパクトに対する SDGs のゴールは、これらとも概ね整合しており、

北海道においても重要度が高いものと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2025～2027)」 

出所：北海道総合政策部計画局推進課「北海道 SDGs 推進ビジョン」 



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

24/27 

(4) 当行が認識する社会課題との整合性 
北洋銀行グループは、「お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日をきりひらく」

という経営理念と行動規範に基づく企業活動を通じて、全てのステークホルダーと地域社会・環境の持続的発

展に貢献するとともに、当行グループの中長期的な企業価値の向上と持続的経営の実現に努めることをサス

テナビリティ方針として掲げている。 

本評価書で特定したクリーンアップのインパクトは、北洋銀行のサステナビリティ方針と全体的に整合的であ

る。とりわけ、ESG 取組方針の「１．環境方針」「２．社会貢献方針」、SDGs に係る重点テーマの「２．環境保全」

及び環境・社会に配慮した投融資方針の「１．環境・社会にポジティブな影響を与えると考えられる事業に対す

る取組方針」に整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出所：北洋銀行 提供 
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3. インパクトの評価 

特定されたインパクトに対し、インパクトの種類（PI（ポジティブインパクト）の創出可能性、NI（ネガティブイン

パクト）の低減・管理）、インパクトエリア/トピック、関連する SDGs、内容・対応方針及び目標と KPI を整理す

る。 

 

(1) 管きょ更生を通じた下水道システムの機能維持への貢献： コア・インパクト 

 

(2) 脱炭素社会実現への貢献：インパクト 

 

(3) 健康第一の実現：インパクト 

イ ンパ ク ト の種類 社会面、経済面おいて PI を増大 

インパクトエリア /  

イ ンパク ト トピ ック 
PI： 水、インフラ 

関 連 す る S D G s 

 

    

 

取 組 内 容 

下水道インフラ更新の時期が本格的に到来することを踏まえ、人材や製造資本への投

資を積極的に行うことで、管きょの更生（全面改良）の実績を伸ばし、下水道システムの

維持に貢献していく。 

目 標 と K P I 
① 2027 年度までに年間の管きょ更生実績を 3,000ｍ以上にする。 

（実績：2024 年度 2,569m） 

イ ンパ ク ト の種類 環境面において NI を低減 

インパクトエリア /  

イ ンパク ト トピ ック 
NI： 気候の安定性 

関 連 す る S D G s 

 

 

 

取 組 内 容 
温室効果ガス排出量の可視化と削減計画に沿った削減行動を通じて、脱炭素社会の

実現に貢献していく。 

目 標 と K P I 

① （a）2025 年度中に可視化し GHG排出量の測定を実施し、以降は削減計画を 

  策定のうえ、計画に沿って削減を進める。 

（b）2027 年度までに営業車両を 100％次世代車両（EV・FCV・PHEV・HEV・ 

  クリーンディーゼル車）にする。（実績： 2024 年度 84.8％、全 33 台中 28 台） 

（c）2026 年度までに自家消費型の再生可能エネルギー（太陽光発電）を新たに 

  導入する。（現在は未導入） 

イ ンパ ク ト の種類 社会面において NI を低減 

インパクトエリア /  

イ ンパク ト トピ ック 
NI：健康および安全性 

関 連 す る S D G s 
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4. インパクトのモニタリング 

 クリーンアップは、山谷代表取締役を最高責任者として主要事業の棚卸を行い、インパクトの特定、取組内

容・対応方針や目標・KPI を設定した。本件で設定した目標・KPI の進捗状況については、クリーンアップと北洋

銀行営業店及びソリューション部が少なくとも年に 1 回は定期的に情報共有を行い、北洋銀行がその達成状況

や課題をモニタリングするとともに、必要に応じて課題解決に向けた提案を行う。 

 

 

5. 情報開示 
 モニタリング関連の情報開示は、北洋銀行および株式会社北海道共創パートナーズが定める「コミュニケー

ションサポートシート」もしくはその内容に準拠するものを活用し、北洋銀行または株式会社北海道共創パート

ナーズのホームページにて行うこととする。 

     以 上 

取 組 内 容 
社内での運動セミナーの開催等を通じて健康づくりの意識醸成を図り、「安全第一」の

基盤となる「健康第一」を実現する。 

目 標 と K P I 

① （a）2027 年度までに従業員の 1日の平均歩数を 7,000 歩以上にする。 

  （実績： 2024 年度 4,155 歩、2023 年度 4,273 歩） 

（b）2027 年度までに従業員のメタボリックシンドローム該当者を 20％以下にする。 

  （実績： 2024 年度 24.2％、2023 年度 23.1％、2022 年度 24.0％） 

（c）睡眠時間が十分に確保できている（※）従業員の割合を国の目標である 60％ 

以上を維持する。 （実績： 2024 年度 66％、2023 年度 59％） 

※国の定義で「睡眠時間が 6～9 時間（60 歳以上は 6～8 時間）」 

（d）毎年継続して健康経営に関するセミナー（特に上記（a）～(c)のＫＰＩ達成に 

資する運動および睡眠不足解消に向けたセミナー）等を開催する。 



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

27/27 

 

留意事項 

本評価書の内容は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズが現時点で入手可能な公開情報に

加え、クリーンアップから提供された情報や同社への事業に関するヒアリングを通じて収集した情報に基づいて、

現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブ要素の成果及びネガティブ要素の

低減等を保証するものではありません。 

本評価を作成するために活用した情報は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズがその裁量

により信頼できると判断したものではあるものの、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけで

はありません。北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、これらの情報の正確性、適時性、網羅

性、完全性及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問わず、何ら表明または保証す

るものではありません。 

本評価書に関する一切の権利は北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズに帰属します。評価書

の全部または一部を自己使用の目的を超えての使用（複製、改変、翻案等を含む）は禁止されています。 
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検証を行っておらず、これに関し何ら表明も保証もいたしません。R&I は、セカンドオピニオンに関連して発生する損害等につき、何ら責任を負いません。セカンドオピニオンは、

原則として発行体から対価を受領して実施したものです。なお、詳細につき本稿末尾をご覧下さい。 
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北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス 2025 年 8 月 29 日 

株式会社クリーンアップ サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト:田中 麻実 
 

格付投資情報センター（R&I）は北洋銀行がクリーンアップに対して実施するポジティブインパクトファイナンスに
ついて国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF 原則）に適合し
ていることを確認した。 

R&I は別途、北洋銀行のポジティブインパクトファイナンス実施体制が PIF 原則に適合していることを確認してい
る1。今回のファイナンスに関して北洋銀行および北海道共創パートナーズの調査資料の閲覧と担当者への質問
を実施し、実施体制の業務プロセスが本件に適用されていることを確認した。 

北洋銀行が実施するインパクトファイナンスの概要は以下のとおり。 
 

(1) 対象先 

社名 株式会社クリーンアップ 

所在地 北海道札幌市 

設立 1975 年 2 月 

資本金 2,600 万円  

事業内容 ・管きょ清掃、調査、補修・改築（更生工事） 

・浚渫工事 

・除排雪業務 

売上高 6 億 3,982 万円 (2025 年 3 月期) 

社員数 42 名 (2025 年 4 月時点) 

 

(2) インパクトの特定 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは対象先の事業内容や活動地域等についてヒアリングを行い、バリ
ューチェーンの各段階において発現するインパクトを分析し、特定したインパクトカテゴリを SDGs に対応させてイ
ンパクトニーズを確認した。また、当社の事業活動が影響を与える地域におけるインパクトニーズとの整合性につ
いて、持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）が提供する SDG ダッシュボードなどを参照し確認した。 

 

(3) インパクトの評価 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは特定したインパクトの実現を測定できるようインパクトの内容を整
理して KPI を設定した。ポジティブインパクトは SDGs 達成に寄与する取り組みとして追加性があると判断した。ま
た、北洋銀行が掲げる重点課題（マテリアリティ）と方向性が一致することを確認した。 

 

 

                              
12022 年 9 月 28 日付セカンドオピニオン「北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス実施体制」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2022/09/news_release_suf_20220928_jpn_3.pdf  
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① 管きょ更生を通じた下水道システムの機能維持への貢献 

インパクトの種類 社会面・経済面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトエリア 「水」、「インフラ」 

関連する SDGs  
 
    

内容・対応方針 下水道インフラ更新の時期が本格的に到来することを踏まえ、人材や製造資本への

投資を積極的に行うことで、管きょの更生（全面改良）の実績を伸ばし、下水道システ

ムの維持に貢献していく 

目標と KPI 
① 2027 年度までに年間の管きょ更生実績を 3,000m 以上にする 

(実績：2024 年度 2,569m) 

 

② 脱炭素社会実現への貢献 

インパクトの種類 環境面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトエリア 「気候の安定性」 

関連する SDGs  
 

  

内容・対応方針 温室効果ガス排出量の可視化と削減計画に沿った削減行動を通じて、脱炭素社会

の実現に貢献していく 

目標と KPI 

① （a）2025 年度中に可視化し GHG 排出量の測定を実施し、以降は削減計画を 

     策定のうえ、計画に沿って削減を進める 

（b）2027 年度までに営業車両を 100%次世代車両（EV・FCV・PHEV・HEV・ 

クリーンディーゼル車）にする（実績：2024 年度 84.8%、全 33 台中 28 台） 

（c）2026 年度までに自家消費型の再生可能エネルギー（太陽光発電）を新たに 

導入する（現在は未導入） 

 

③ 健康第一の実現 

インパクトの種類 社会面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトエリア 「健康および安全性」 

関連する SDGs  
 

 

内容・対応方針 社内での運動セミナーの開催等を通じて健康づくりの意識醸成を図り、「安全第一」の

基盤となる「健康第一」を実現する 

目標と KPI 

① （a）2027 年度までに従業員の 1 日の平均歩数を 7,000 歩以上にする 

（実績：2024 年度 4,155 歩、2023 年度 4,273 歩） 

（b）2027 年度までに従業員のメタボリックシンドローム該当者を 20%以下にする 

（実績：2024 年度 24.2%、2023 年度 23.1%、2022 年度 24.0%） 

（c）睡眠時間が十分に確保できている（※）従業員の割合を国の目標である 

60%以上を維持する（実績： 2024 年度 66%、2023 年度 59%） 

※国の定義で「睡眠時間が 6～9 時間（60 歳以上は 6～8 時間）」 

（d）毎年継続して健康経営に関するセミナー（特に上記(a)～（c）の KPI 達成に 

資する運動および睡眠不足解消に向けたセミナー）等を開催する 
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(4) モニタリング 

北洋銀行は対象先の担当者との会合を少なくとも年に 1 回実施し、本 PIF で設定した KPI の進捗状況につい
て共有する。日々の営業活動を通じた情報交換も行い対象先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

以 上 
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